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　厚生労働省保険局は12月10日、審査支払機関の在り方に関する検討会を開き、審査支払機関の在り方に関する総括的な議論を行った。

　厚労省当局からは、審査の質の向上など３点に議論を絞った中間的整理案が示されている。整理案では、医療に差が生じない共通の判断基準や、迅速で効率的な審査支払の実現には、（1）審査の質の向上、（2）審査・支払業務の効率化、（3）統合、競争促進の観点からの組織の在り方―が必要であるとし、IT化などの具体的対策など検討すべき課題をまとめている。

　この日、同審査会は審査・支払業務の効率化などについて、具体的な実施時期を盛り込んだこの中間整理案を了承した。

　同案は、審査の判断基準の統一化、統合・競争の観点に立ち、新たな組織の在り方のイメージを示している。まず、判断基準を統一するために、国保連と支払基金の間で（1）県レベルでの連絡協議会を平成22年度から開催する、（2）中央レベルでの連絡協議会を平成23年度から開催する、という方策を提示。また、競争を促進するために、保険者が審査支払機関を選択できる環境整備が行われる（平成2２年度年内を目途に通知）。さらに２組織の統合や競争促進など、支払基金と国保連の組織の在り方については引き続き検討事項とした。

　なお、前回会合（11月25日）で示された「組織の統合、競争の促進についての定量的な検証」に関する試算が一部修正されているが、これは国保連を支払基金に統合した場合に増加するシステム切替経費見込みが、56億円減少したことによる。その結果、国保連を支払基金に統合すると、初年度には210億円の経費増（前回資料では266億円増）、7年後には累積で236億円の経費増（同292億円増）となる。 

　厚労省は検討会の結果を受けて、保険者が支払基金と国保連のどちらにもレセプトの審査を委託できることを明確化する通知を近く通知する。同検討会は来年も継続して開催され、中間整理案で示された項目が確実に実施されているかどうかの評価も行う。
[image: image14.emf]
　日本医療機能評価機構は12月８日、産科医療補償制度運営委員会を開催し、「産科医療補償制度の動向」、「審査および補償の実施状況」、「原因分析の実施状況」などを報告した。

　平成22年12月３日現在の産科医療補償制度への加入状況は99.6％となった。施設区分別に見てみると、病院は100％、診療所は99.5％、助産所は98.9％となっている。同制度の周知を一段と強化するため、これまでにサイトの拡充、妊産婦向けの制度説明チラシとリーフレットを統合した改訂版チラシの配布などを行った。同機構では今後も引き続き、適切かつ効果的な制度広報を実施していくとしている。

　一方、補償審査は平成22年11月29日までに計15回開催した。制度開始以降の審査結果累計を見ると、107件が審査に付され、うち「補償対象」となったのが101件、「補償対象外」１件、「再申請可能」３件、「継続審議」２件となっている。
　補償申請期間は原則として満１歳から満５歳の誕生日まで（極めて重症で診断が可能な場合に限り生後６ヶ月以降）としているが、現在のところ、平成2 1 年生まれの児に係る補償対象者数はおおむね制度設計時の推計値の範囲内で推移しており、今後の補償申請の増加に備えた体制整備や関係者への周知などに努めていく。

　また、原因分析報告書の審議は平成22年11月15日までに計20回開催されており、22件中20件が「条件付承認」、２件が「再審議」となっている。
｢条件付承認｣となった15事例については、原因分析委員長が審議での指摘に関して修正を行い、最終的に取りまとめた上で当該分娩機関や保護者に原因分析報告書を送付した。
[image: image15.emf]　　　　　　　　　　　　　　　　　■妊婦向けチラシ


病院の施設数は前月に比べ
11施設の減少、病床数は
1,536床の減少。 

一般診療所の施設数は
110施設の増加、病床数は
321床の減少。 

歯科診療所の施設数は
22施設の増加、病床数は
増減無し。

	
	施設数
	増減数
	
	病床数
	増減数

	
	9月
	8月
	
	
	9月
	8月
	

	総数
	176 891
	176 770
	121
	総数
	1 730 339
	1 732 196
	△　1 857  

	　病院
	8 670
	8 681
	△　11
	　病院
	1 593 354
	1 594 890
	△　1 536  

	　　精神科病院
	1 082
	1 083
	△　1
	　　精神病床
	346 715
	346 917
	△　202

	　
	　
	　
	　
	感染症病床
	1 788
	1 798
	△　10

	　　結核療養所
	1
	1
	0  
	　　結核病床
	8 244
	8 392
	△　148  

	　　一般病院
	7 587
	7 597
	△　10
	　　療養病床
	332 986
	333 452
	△　466  

	　　療養病床を
　　有する病院（再掲）
	3 964
	3 972
	△　8
	　　一般病床
	903 621
	904 331
	△　710  

	　　地域医療支援病院
（再掲）
	287
	288
	△　1
	　
	　
	　
	　

	　一般診療所
	99 831
	99 721
	110  
	　一般診療所
	136 861
	137 182
	△　321

	　　有床
	10 620
	10 645
	△　25  
	　
	　
	　
	　

	　　　療養病床を有する
　　　一般診療所（再掲）
	1 485
	1 493
	△　8
	　療養病床
（再掲）
	15 078
	15 145
	△　67

	　　無床
	89 211
	89 076
	135
	　
	　
	　
	　

	　歯科診療所
	68 390
	68 368
	22  
	　歯科診療所
	124
	124
	0  



	
	病院
	一般診療所
	歯科診療所

	
	施設数
	病床数
	施設数
	病床数
	施設数

	総数
	8 670 
	1 593 354 
	99 831 
	136 861 
	68 390 

	　国　厚生労働省
	14 
	6 667 
	28 
	- 
	- 

	　　　独立行政法人国立病院機構
	144 
	56 304 
	- 
	- 
	- 

	　　　国立大学法人
	48 
	32 818 
	128 
	- 
	2 

	　　　独立行政法人労働者健康福祉機構
	34 
	13 225 
	6 
	- 
	- 

	　　　その他
	34 
	8 800 
	435 
	2 274 
	1 

	　　　　国立高度専門
　　　　医療研究センター（再掲）
	8 
	4 873 
	- 
	- 
	- 

	　都道府県
	234 
	61 813 
	242 
	131 
	11 

	　市町村
	700 
	151 681 
	3 103 
	2 728 
	274 

	　地方独立行政法人
	54 
	23 462 
	10 
	- 
	- 

	　日赤
	91 
	37 023 
	205 
	19 
	- 

	　済生会
	80 
	22 232 
	49 
	10 
	- 

	　北海道社会事業協会
	7 
	1 871 
	- 
	- 
	- 

	　厚生連
	112 
	35 949 
	67 
	79 
	- 

	　国民健康保険団体連合会
	- 
	- 
	- 
	- 
	- 

	　全国社会保険協会連合会
	51 
	14 082 
	2 
	- 
	- 

	　厚生年金事業振興団
	7 
	2 808 
	1 
	- 
	- 

	　船員保険会
	3 
	786 
	14 
	10 
	- 

	　健康保険組合及びその連合会
	13 
	2 713 
	379 
	10 
	4 

	　共済組合及びその連合会
	46 
	14 927 
	212 
	10 
	8 

	　国民健康保険組合
	1 
	320 
	14 
	- 
	- 

	　公益法人
	393 
	94 045 
	893 
	550 
	154 

	　医療法人
	5 719 
	852 022 
	35 968 
	89 458 
	10 673 

	　私立学校法人
	108 
	54 793 
	174 
	115 
	16 

	　社会福祉法人
	185 
	33 060 
	7 438 
	380 
	25 

	　医療生協
	83 
	14 148 
	326 
	301 
	44 

	　会社
	64 
	13 170 
	2 189 
	36 
	17 

	　その他の法人
	36 
	6 264 
	440 
	246 
	76 

	　個人
	409 
	38 371 
	47 508 
	40 504 
	57 085 



■病院病床数

■病院及び一般診療所の療養病床数総計


医業経営情報レポート

職員の意欲を向上させる
クリニックの人事評価・賃金システム


クリニックの人事評価制度

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

役割や能力に対応した等級フレーム

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

職員のやる気を高める賃金制度

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

人事評価・賃金制度見直しの事例

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　人事評価制度とは、院長が職員に対して求める職員像、期待する職員像を明示したうえで、それに対して経営者として成長を後押しするものであり、さらに順次面談等によって職員とコミュニケーションを図ることを通じて、改善点や問題点を注意する結果、個々や組織全体のレベルが向上するものと考えるべきです。

　つまり、職員のモチベーションを高め、組織風土を変えさせるためには、公正な人事評価システムの導入と整備は必要不可欠なものといえます。

（１）人事評価の目的イメージ











（２）職員評価（処遇）の反映

　人事評価制度では、まず院長が期待する職員像などを明確に提示して、それを随時フォローすることにより、個々の問題点を改善へと導くことが重要になります。



（１）役割、目標を明確にし、責任感を高める

　診療所において、職員のやる気を引き出し、活性化した体制を構築するためには、人事評価制度の導入の出発点となる目標管理の発想が必要です。

　職員に目標ができると、どうすれば目標に近づけるのか、どうすれば課題をクリア出来るのかを考えるようになり、自分で仕事に意思を持って取り組むようになります。そして、目標達成に向かって取り組むほど、自分の行動にも責任を持つようになります。責任は、さらに職員の能力向上の原動力となります。

　この結果、仕事で成果を出すことができた経験があるため、問題発見の視野が広くなり、新たな取組みに対しても積極性があらわれます。

　診療所の組織運営において最も重視すべきなのは、職員のモチベーションです。よって、モチベーションを向上させる一つの手段として、職位・等級（ランク）は、より効果的に機能させなければなりません。

（２）レベルアップが職員満足と患者満足につながる

　職員の満足度が高いからこそ、患者が満足を得られるサービスを提供できます。職員の満足度は、クリニックにおいて感じることが出来る「やりがい」に大きく影響されるものです。
職位と役割に応じた業務を示す職務基準書があれば職員の意欲は向上し、また様々な目標設定は、能力向上とともに職員の満足度向上につながります。

（３）職務基準書作成の目的

	①職員の成長ステップを明示する事で、役割分担、能力開発をスムーズに行えるようになる。
②職員の業務が明確になり、モチベーションアップにつながる。
③人事評価を実施した時点での、診療所全体での職員レベルの状況が把握しやすくなる。



　診療所の場合は、一般企業や大病院のように毎年４月に新卒者が入職するよりも、他医療機関での勤務経験者が入職するケースも多く、必然的にさまざまな経歴を有する職員が入職してくることになります。
そのため、一般的に活用されているような賃金表が診療所の実情に適合しないため、院長が周りの職員とのバランスを勘案しながら、感覚的に賃金額を決定せざるを得ない場合も少なくありません。

　しかし、賃金の設定にあたっては、ある程度統一した基準を設けておくことが、診療所においても必要だといえます。

（１）月次賃金の設定

　月次賃金は、主に基本給と諸手当によって構成させているケースが一般的です。これらの賃金を決定するにあたっては、地元の医師会などが策定した賃金表を用いる方法が多いようですが、最近は独自の賃金表を策定し、これから算出した賃金に基づいて、現在在職する、また将来確保する職員に適合させて運用する診療所が急速に増加しています。

（２）賃金表作成のメリットとデメリット

	メリット
	●賃金決定や運用における恣意性を排除することができるため、職員に安心感を与えることができる
●将来の生活設計イメージを職員に示すことができる

	デメリット
	●賃金表に縛られてしまい、経営環境悪化の際に柔軟な対応が取りにくい
●ある程度賃金額を抑えた表を設計すると、モチベーションをダウンさせてしまう



　職能給制度とは、職務遂行能力によって職能資格を分け、その資格等級によって給与を決定する制度であり、特に大病院や大企業などで導入されています。

　それぞれの等級ごとに能力要件（職能要件書）が明確に示されており、能力や技術が習熟すると上位等級に昇格してゆく仕組みで、等級が上がるほど昇給額が大きくなるため、能力の高まりがそのまま高い給与に繋がることになります。



　Ａ医院は、管理者である院長のほか、看護師１名、看護助手１名、受付・事務・会計を担当するパート職員２名という体制で診療を行っている無床診療所です。
　今般、正職員の２名に対して職務基準書に基づく人事評価を行い、賃金額を決定するとともに、育成指導を行いました。

（１）職務基準書の作成

　院内全体のレベルアップに向けて、職員の能力開発は不可欠です。Ａ医院でも、自院に必要な能力を職員の成長段階や役職に応じて明らかにしたものとして、職務基準書を作成しました。
　これに合わせて、職員一人ひとりの役割を基準に評価するシステムを構築したのです。

（２）個別人事評価の実施

　職種別人事評価シートによって個人評価を行った結果、評価としては50点中30点となり、まだまだ能力の向上を必要としていることが判明しました。

　また、本人の自己評価と院長による評価では10点もの差があり、能力分析と患者に対する反応（結果）の把握に温度差があると認識できました。

（３）評価に基づく新たな賃金額を確定

　正職員のひとりである看護師Ａ（36歳）さんの給与については、職務基準書と評価表から号俸を判断し、そのうえで基本給と手当の見直しを実施しました。

　その結果、Ａさんの給与は現行より10,000円アップという結果となり、本人に対する院長の評価内容も整理でき、今後期待する職員像が明確となったのです。

	現行給与
	
	給与改定

	基本給
	210,000円
	
	基本給
	220,000円

	皆勤手当
	5,000円

※遅刻・早退３回もしくは欠勤１回で不支給
	
	皆勤手当
	5,000円

	住宅手当
	5,000円

※賃貸者のみ
	
	住宅手当
	5,000円

	合　　計
	220,000円
	
	合　　計
	230,000円



経営データベース 

請求漏れによる収入損失
収入損失の要因として多く挙げられる請求漏れは、どのような状況で発生するのでしょうか。

　医療機関における収入源となるのは、診療の事実に対する対価として、社会保険や国民健康保険への請求書であるレセプトですが、このレセプトには、請求漏れという収入損失が発生しているケースが頻繁に見受けられます。
　収入損失につながる請求漏れは、いくつかの要因によって発生します。

　請求漏れを招く項目で最も多く見られるのは、以下のような要因であり、結果として収入損失に結びつくリスクファクターです。

	①診療報酬算定知識の不足

請求事務を行う職員が、診療報酬体系に定められた請求区分・点数に基づいて、どれだけ事実に基づいて請求できるかがカギとなります。

②記載の不備

実施した医療行為について、漏れなく適正に診療報酬を算定するためには、その医療行為に関わる情報を的確にフィードバックするため、的確な記載が必要です。

③転記ミス

情報をフィードバックするシステムにおいて転記作業が介在すると、転記によって歪曲あるいは誤認された情報が伝達される危険性があります。

④伝票類の紛失

医療行為に関する情報を伝達する媒体としての伝票類の管理体制の不備は、正確な伝達を困難にします。

⑤院内コンピューターシステムの不備

発生元での情報が間違ってコンピュータに入力されても、このエラーをチェックできないシステムの場合、以降の情報はすべて間違って伝わる危険性があります。

⑥部門間チェック体制の不備

レセプトは医事課職員任せにせず、必ず主治医が目を通して、事実に基づく請求がなされていることを確認する仕組みが必要です。


経営データベース 

医事課職員のレベルアップ

医事課職員の診療報酬算定知識の習得やレベルアップを図るためには、どのような方法が効果的でしょうか。

　医療機関の多くで、ささいな思い込みや勘違い、職員の知識不足、コミュニケーション不足等により診療報酬算定の機会を逸している項目があります。

　戦略的視点にたち、レセプト及び診療行為別統計表等のチェックを実施して、「適切な診療報酬請求事務の実現」を基本的なスタンスとしながら、改善点を明らかにすることが重要です。

　具体的な対策としては、次のようなものが挙げられます。

１．請求事務知識と医療現場知識の習得

（１）医事課職員　…　診療報酬請求事務知識及び医療現場基礎知識の習得

●医事課職員は各部署に自ら進んで入って、現場で何が行なわれているかを自分の目で確かめることが必要です。
（２）診療部門　…　診療報酬請求事務知識の理解

●月１度の診療報酬適正化委員会（「返戻・査定対策会議」等を含む）の場で、具体的な事例を紹介しながら解説するのが効果的です。

２．院内コミュニケーションを図る

　診療行為、薬品及び治療材料の知識習得のため、診療現場に頻繁に足を運ぶなどにより医事（算定項目）と診療現場（診療行為）のギャップを埋める

●診療報酬適正化委員会を発展させ、半年に１度は関係するデータをとりまとめ、例えば手術室・中央材料室の職員向けに講義を実施するなど、部門別の対応も必要です。
３．点数算定知識の向上を図る

　院内研修会の実施及び診療報酬管理委員会の設立による定期的な知識の習得機会の確保、情報交換の実施

●医事課スタッフのレベルアップが絶対条件です。また、医事課職員でその情報についての理解を深めて情報共有化を図り、そして情報を発信するというステップを踏みながら、業務レベルの向上に取り組むことが求められます。
４．医事課職員にかかる教育体制の整備

●一人ひとりのスキルを確認し、年度目標を設定して評価する仕組みが重要です。部門統括者はそれらの体制全般を管理しながら、全体のレベルアップを図る必要があります。
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医療情報


ヘッドライン　　


厚生労働省


保険局








支払基金・国保連2つの実施時期を加えた中間整理案了承


審査基準統一と競争促進に向け、審査支払の新組織をイメージ
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医療情報


ヘッドライン　　


日本医療機能評価機構








日本医療機能評価機構　産科医療補償制度運営委員会を開催


「産科医療補償制度の動向」「審査および補償の実施状況」など報告
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賃金制度の構築方法とメリット・デメリット　
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病床（千床）





病床（千床）
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能力基準の明示と人事評価　








人事評価・賃金制度見直しの事例　
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職能給制度の設計と運用の問題　

















参　　考














２　開設者別にみた施設数及び病床数














１　種類別にみた施設数及び病床数

















医療施設動態調査


（平成２２年９月末概数）
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職員のやる気を高める賃金制度　
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等級フレーム活用のねらい　
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役割や能力に対応した等級フレーム　








いつまでも「人の問題」が


解決できない





経営TOPICS


　　　　　 


「統計調査資料」


抜 粋


厚生労働省


２０１０年１２月８日公表








目指すべき


病医院経営が実現





組織の活性化と


レベルアップ





職員は問題点に気付き


自分で改善する





組織のレベルアップが


果たせない





職員は問題点に気づけず


いつまでも問題行動がみられる





院長と職員が十分なコミュニケーション


を図れていない組織





院長と職員が常にコミュニケーション


を図っている組織





●人事評価制度の目的


＝　求める職員像等を、コミュニケーションを通じて共有させること





クリニックの人事評価制度導入の目的　
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クリニックの人事評価制度　
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ジャンル：　診療報酬　＞　サブジャンル：　診療報酬適正化　
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ジャンル：　診療報酬　＞　サブジャンル：　診療報酬適正化　
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ジャンル： 人事・労務
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